 (
様式第１７
（
別
表
第
１関
係
）
)


特定製品輸出用例外届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名
住所

消費生活用製品安全法第４条第２項第１号（第１１条第１項第１号）の規定により、次のとおり届け出ます。
１	特定製品の区分並びに構造、材質及び性能の概要
２	輸出予定数量
３	仕向地及び輸出の時期
４　製造する工場又は事業場の名称及び所在地並びに製造又は輸入する者が届出事業者である場合には届出の年月日及び特定製品の型式の区分
（備考）	この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第１
（
第
４
条
第１
項、
第
１３条
関
係）
)



特定製品例外承認申請書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所

消費生活用製品安全法第４条第２項第２号（第１１条第１項第２号）の承認を受けたいので、次のとおり申請します。
１	特定製品の区分並びに構造、材質及び性能の概要
２	承認を申請する理由
３	用途
４	製造、輸入又は販売を予定する数量
５	使用者が特定している場合は、その者の氏名又は名称及び使用の場所
６　製造する工場又は事業場の名称及び所在地並びに製造又は輸入する者が届出事業者である場合には届出の年月日及び特定製品の型式の区分
（備考）　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第２
（
第
４
条
第２
項、
第
１３条
関
係）
)



特定製品製造（輸入）事業届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第６条の規定により、次のとおり届け出ます。
１	事業開始の年月日
２	製造（輸入）する特定製品の区分
３	当該特定製品の型式の区分
４　当該特定製品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入の事業を行う者にあつては、当該特定製品の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
５	消費生活用製品安全法第６条第４号の措置の内容
（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第３
（
第
６
条
関係）
)



特定製品製造（輸入）事業承継届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第７条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。
	承継の原因
	

	





被承継者に関する事項
	氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名
	

	
	住	所
	

	
	製造（輸入）事業届出の年月
日
	

	
	製造（輸入）する特定製品の
区分
	

	
	当該特定製品の型式の区分
	

	
	当該特定製品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入の事業を行う者にあつては、当該特定製品の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
	


（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第４
（
第
８
条
第１
項関
係）
)



特定製品製造（輸入）事業譲渡譲受証明書

年	月	日

殿


譲り渡した者	氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所
譲り受けた者	氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所

次のとおり特定製品の製造（輸入）事業者の事業の全部の譲渡譲受があつたことを証明します。
１	譲り渡した者の製造（輸入）事業届出の年月日
２	製造（輸入）する特定製品の区分
３	当該特定製品の型式の区分
４		当該特定製品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入の事業を行う者にあつては、当該特定製品の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
５	譲渡譲受の年月日
（備考）　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 (
様式第５
（
第
８
条
第２
項第
１
号
関
係）
)



特定製品製造（輸入）事業者相続同意証明書

年	月	日

殿

証明者	氏名	
住所


次のとおり特定製品製造（輸入）事業者について相続があつたことを証明します。
１	被相続人の氏名及び住所
２	被相続人の製造（輸入）事業届出の年月日
３	製造（輸入）する特定製品の区分
４	当該特定製品の型式の区分
５　当該特定製品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入の事業を行う者にあつては、当該特定製品の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
６	特定製品製造（輸入）事業者の地位を承継する者として選定された者の氏名及び住所
７	相続開始の年月日
（備考）１	この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
２　証明書は、特定製品製造（輸入）事業者の地位を承継する者として選定された者以外の相続人全員が氏名を記載すること。
 (
様式第６
（
第
８
条
第２
項第
２
号
関
係）
)



特定製品製造（輸入）事業者相続証明書

年	月	日

殿

証明者	氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	

証明者	氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所

次のとおり特定製品製造（輸入）事業者について相続があつたことを証明します。
１	被相続人の氏名及び住所
２	被相続人の製造（輸入）事業届出の年月日
３	製造（輸入）する特定製品の区分
４	当該特定製品の型式の区分
５　当該特定製品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入の事業を行う者にあつては、当該特定製品の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
６	特定製品製造（輸入）事業者の地位を承継した者の氏名及び住所
７	相続開始の年月日
（備考）１	この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
２	証明者は、２人以上とすること。

 (
様式第７
（
第
８
条
第２
項第
３
号
関
係）
)



特定製品製造（輸入）事業承継証明書

年	月	日

殿

被承継者	名称及び代表者の氏名	
住所
承 継 者		名称及び代表者の氏名	
住所

次のとおり分割によつて特定製品の製造（輸入）事業者の事業の全部の承継があつたことを証明します。
１	被承継者の製造（輸入）事業届出の年月日
２	製造（輸入）する特定製品の区分
３	当該特定製品の型式の区分
４　当該特定製品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入の事業を行う者にあつては、当該特定製品の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
５	承継の年月日
（備考）　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 (
様式第７の２
（
第８
条第
２
項
第
５
号
関
係）
)



事業届出事項変更届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第８条の規定により、次のとおり届け出ます。
１	変更の内容
２	変更の年月日
３	変更の理由
（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第８
（
第
９
条
関係）
)



特定製品製造（輸入）事業廃止届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第９条の規定により、次のとおり届け出ます。
１	製造（輸入）事業届出の年月日
２	製造（輸入）する特定製品の区分
３	廃止の年月日
（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第９
（
第１１
条関
係）
)



登録（登録の更新）申請書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所

消費生活用製品安全法第１６条第１項（第１９条第２項において準用する同法第１６条第１項）の規定により同法第１２条第１項（第１９条第１項）の登録（登録の更新）を受けたいので、次のとおり申請します。
１	適合性検査を行う特別特定製品の区分
２	事業所の名称及び所在地
（備考）　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 (
様式第１０
（
第
２４条、
第
２７条
関
係）
)



事業所変更届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第２１条（第３０条第２項）の規定により、次のとおり届け出ます。
１	事業所の名称及び所在地
２	変更の年月日
３	変更の理由
（備考）１	この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
２	３は新設、移転又は廃止の別及びその理由を記載すること。
３	１は、変更前及び変更後を対照として記載すること。
 (
様式第１１
（
第
２８条、
第
３４条
関
係）
)



業務規程（変更）届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第２２条第１項（第３０条第２項）の規定により、業務規程（業務規程の変更）を別添のとおり届け出ます。
１	変更の内容
２	変更の理由
（備考）１	この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
２	１、２は業務規程の変更の届出の場合に記載すること。
 (
様式第１２
（
第
２９条第
１
項
及
び
第
２
項
、
第
３４
条
関
係
）
)



業務休止（廃止）届出書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

消費生活用製品安全法第２３条（第３０条第２項）の規定により、適合性検査の業務の全部（一部）の休止（廃止）をしたので次のとおり届け出ます。
１	休止（廃止）しようとする適合性検査の業務の範囲
２	休止（廃止）の年月日
３	休止の期間
４	休止（廃止）の理由
（備考）	この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
 (
様式第１３
（
第
３０条、
第
３４条
関
係）
)


（表面）
 (
印
独立行政法人製品評価技術基盤機構理事長
日交付
月
年
真
日生
月
年
スタンプ
出
押
所属及び氏名
写
立
入
検
査
証
消費生活用製品安全法第 
41 
条第 
1 
項から第 
3 
項までの規定による
号
第
)
 (
様式第１４
（
第
３８条関
係
）
)







（立入検査）

（裏面）
消費生活用製品安全法抜すい

第41条　主務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、その職員に、消費生活用製品の製造、輸入若しくは販売の事業を行う者又は特定保守製品取引事業者の事務所、工場、事業場、店舗又は倉庫に立ち入り、消費生活用製品、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。
２　主務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、その職員に、国内登録検査機関の事務所又は事業所に立ち入り、業務の状況又は帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。
３  内閣総理大臣は、前章第二節の規定を施行するため必要があると認めるときは、その職員に、消費生活用製品の製造又は輸入の事業を行う者の事務所、工場、事業場、店舗又は倉庫に立ち入り、消費生活用製品、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。
４	（略）
５ 主務大臣は、必要があると認めるときは、機構に、第１項又は第２項の規定による立入検査を行わせることができる。
６ 内閣総理大臣は、必要があると認めるときは、主務大臣に対し、機構に、第３項の規定による立入検査を行わせることを要請することができる。
７ 主務大臣は、前項の規定による要請があつた場合において、機構の業務の遂行に支障がないと認めるときは、機構に、第３項の規定による立入検査を行わせるものとする。
８～10　（略）
11　第５項又は第７項の規定により機構の職員が立入検査をする場合においては、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。
12　第１項から第３項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
第59条	次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。一～七　（略）
八　第41条第１項から第３項までの規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者
九　（略）
備考	用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ８とすること。



適合性検査についての申請書

年	月	日

殿

氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所

消費生活用製品安全法第５１条第１項（第５１条第４項）の規定により、国内登録検査機関（外国登録検査機関）が適合性検査を行わない又は適合性検査の結果に異議があるので、適合性検査を行うこと又は改めて適合性検査を行うことを命ずべき（請求すべき）ことを、次のとおり申請します。
１	特別特定製品の型式の区分
２	申請理由
（備考）　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

 (
様式第１５
（
第
５１条関
係
）
)



略称（記号）表示承認申請書

年	月	日

経済産業大臣	殿

氏名又は名称及び法人にあ
つてはその代表者の氏名	
住所

経済産業省関係特定製品の技術上の基準等に関する省令の規定により届出事業者（国内登録検査機関又は外国登録検査機関）の氏名又は名称に代えて略称（記号）を表示することについて承認を受けたいので、次のとおり申請します。
	特定製品の区分
	略称又は記号に代える事項
	略称又は記号

	
	
	


　　（備考）
　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
[bookmark: _GoBack]
 (
様式第１６
（
別
表
第
１関
係
）
)



登録商標表示届出書

年	月	日

経済産業大臣	殿

氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名 住所

経済産業省関係特定製品の技術上の基準等に関する省令の規定により届出事業者（国内登録検査機関又は外国登録検査機関）の氏名又は名称に代えて登録商標を表示することについて次のとおり届け出ます。
	特定製品の区分
	登録商標に代える事項
	登録商標

	
	
	


（備考）１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　登録商標が登録されていることを確認できる書類を添付すること。
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